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座談会での若手社員の声が 
きっかけに

　テンプスタッフの派遣営業の主な仕
事は、①企業と登録スタッフのマッチ
ング②新規雇用の創出③契約した雇用
の継続④派遣スタッフの業務後のフォ
ロー⑤派遣希望者の職場見学対応――
など幅広い。夕方以降に業務が集中し
たり夜間対応の仕事が多いのが特徴で、
同社が完全定時オフィスの立ち上げを
考えた背景には、近年、こうした仕事
に従事する入社５年目までの営業職の
若手社員が今後のキャリアについて悩
むケースが多く見られたことがあった。
　「当社の社員は全体で約3,000人（契
約社員含む）。正社員に限ると、６割
近くを女性が占め、その約４割が営業
職に就いている。こうしたなかで最近
は時短勤務者も増え、２年前には営業
社員７人のうち１人が時間に制約のあ
る社員になっていた。育児等の休職明
けには管理部門からの復帰が中心だっ
たが、時間に制約のある社員の数が増
えるなかで管理部門ばかりに配属する
わけにもいかず、現場でも多くの時間
に制約のある社員が働くようになった。

しかし、なかなか管理職に上がれない
現実があったり、現場マネージャーが
『皆には10件の顧客を持たせるが、
時間に制約のある社員は早く帰ること
を考慮して７件にしよう』などと周囲
が勝手に気を遣う場面が見られた。時
間に制約のある社員からしたら、周囲
が遅くまで働くなかで早く帰らなくて
はならないため、申し訳ない気持ちが
先に立って『10件を受け持てると思
うけれど、かえって迷惑をかけてしま
うかもしれない…』と遠慮するような
こともあったと思う」

ダイバーシティ事業部を発足し
て残業なしで働ける環境を

　こうした現実を目の当たりにして、
同社の経営陣は①育児や介護などライ
フイベントを経ても活躍できる会社に

したい②社員が退職しにくい会社にし
たい――との二つの想いを抱き、トッ
プダウンの形で2015年に「ダイバー
シティ営業部」を発足。時間に制約の
ある社員を集めて完全定時で働ける環
境を整えようとなった。
　立ち上げに際しては、地域密着型で
事業展開する中堅規模のオフィスであ
る、東京の板橋、世田谷、自由が丘の
３拠点をダイバーシティ営業部のオ
フィスに選定した（その後2016年４
月に千葉県の浦安オフィスを追加して
いる）。

職住接近型オフィスを完全定時に

　「立ち上げの際に選定した板橋、世
田谷、自由が丘、はいずれも女性活躍
推進などの流れのなかで、職住接近の
形で運営していたオフィス。主要ター
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　人材派遣大手のテンプスタッフ株式会社（東京都渋谷区）は、営業職で働く社員が育児や介護など制約のある状況で
も活躍できる組織を目指してダイバーシティ営業部（現：ダイバーシティ第２事業部）を立ち上げた。現在は、都内と
神奈川県、埼玉県、千葉県の７カ所を展開している。残業を絶対にしないことをルールに、夜間対応の仕事が多い派遣
営業のワークスタイルを改良。業務の切り分けや時間短縮の工夫点を共有しながら、通常の営業部門に引けを取らない
業績を上げている。第三営業本部ダイバーシティ第２事業部の安岡忍・部長を訪ね、オフィスの立ち上げから現在まで
の取り組みと今後の展望を聞いた。



連載―賃金・人事処遇制度と運用実態をめぐる新たな潮流

Business Labor Trend 2017.3

25

ミナル駅の大型オフィスのように、大
手企業をはじめ顧客がもの凄く多いと
いうわけではないがそれなりの数はあ
る。『なるべく近い拠点で登録してい
る方が利便性が高い』と考える派遣登
録スタッフも相当数いるので、実績を
見る際に全体の傾向が把握できやすい
規模だった。また、１オフィス内で登
録から仕事の紹介、営業までの全てを
賄う業務スタイルを取っていたので、
オフィス機能を分化させているところ
とは仕事のスタイルが違っていた。そ
のため、時間に制約のある社員がマ
ネージャー職や営業職に就くトライア
ルができると考えた。その際、拠点は
複数あった方がそれぞれの事例を参考
にしながら学びをもって進めていける。
オフィスが一つだけだと、そこの特性
に左右される可能性がある。そのため、
複数のオフィスを開くことでそれぞれ
を比較したり切磋琢磨できるようにし
た」

実績のある社員と 
理解のある顧客を選定

　「立ち上げ時のメンバーは、ある程
度の営業経験があり、定量的に一定の
成果を上げていた時間に制約のある社
員が配属された。『経験○年以上』な
どと細かく設定したわけではなく、『３
オフィスのいずれかに通勤できる』こ
とと経験や実績、自己申告書等をクロ
スした。結果として、全員が５年以上
の営業経験を有し、評価も平均以上を
取っていた人に声掛けする形になった。
なお、『営業経験』は外勤だけではなく、
コーディネーターとして求職者に対応
する内勤営業をしてきた者も含まれて
いる。また、クライアントはダイバー
シティに理解いただけるように努めた」
　退社時間は全員が16時～18時の間。
もちろん、残業はない。復帰直後やイ

ンフルエンザの時期は突発休が発生す
ることは避けられないが、そこはチー
ムワークと後述するような小さな工夫
とでカバーしている。

各業務を１、２分短くする

　時間に制約のある中で、これまでと
同じように働いていたら、１日中、走
り続けても足りない。そこで、ダイバー
シティ第２事業部では、「やめる業務」
を洗い出すことに取り組み、今では
100を超える工夫点を見つけて共有し
ている。
　「代表的なものでは、まず朝礼や定
例会議をやめた。電話は５分以内で済
ませ、社内メールには儀礼的な文章を
一切なくした。必要な会議・打ち合わ
せも短くすることを心掛けるなど、そ
れぞれの活動を１、２分短くすること
で、かなりの時間を節約できることが
分かった」
　１、２分の仕事を削ることについて、
安岡部長は、「一般的に言われる『ノー
残業デー』を設定するような取り組み
よりも圧倒的に効果がある」と指摘す
る。
　「時短対策を考えるときに、単純に
『毎週○曜日はノー残業デーなので、

定時で帰宅するように』などと定めて
も、その前後の日に多く残業すること
になるだけで、その考え方自体が違う
と思った。『１日だけしない』ではなく、
『絶対にしない』ように持っていかな
いと仕事は減らないが、それは業務量
を減らさないと無理。そういう意味で、
１、２分の仕事の切り出しをしている」

フレックスタイム制や 
事業所内窓口の活用も

　それでも、派遣業界の営業職は、ス
タッフの終業後のフォローや、帰社後
に当日訪問した顧客企業への対応を行
うなど、クライアントや派遣スタッフ
に合わせるスタイルが一般的。夜間対
応の仕事も多く、１、２分の仕事の切
り出しでは解消しきれない部分もある。
　そこで、派遣スタッフへのフォロー
等、就業時間後にやりとりが発生する
場合は、出勤時間を遅めにずらすなど
残業が発生しない勤務時間を組むよう
にしている。加えて、事務センターや
コンタクトセンターといった窓口も設
置。事務作業や電話の取り次ぎなどの
仕事を専門の窓口に任せることで効率
化を図り、労働時間短縮や生産性向上
につなげるとともに、クライアントや

図表１ 営業活動での工夫点を共有 

100以上の工夫点を共有 

・事務センターの活用 

・コンタクトセンターの活用 

・メールの返信方法 

・アポの取り方 
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派遣スタッフへのサービスレベルを落
とさず、且つ時短勤務社員等も含めた
３者の不安の解消に努めている（図表
１）。
　「例えば、立ち上げ期には、派遣ス
タッフからは『万が一、夜間に急な連
絡が発生した時はどうすればいい
の？』、顧客企業からは『営業社員の
勤務時間に制約があると、仕事をお願
いすることに不安を感じる』、また社
員からも『時間に制約のある勤務をす
ることでお客様へのサービスが低下し
ないか？』等の不安の声が上がってい
た。しかし、時間に制約のある社員が
退社後には、電話対応窓口を設置して
立ち上がりをカバーしてきた。その機
能の発展形とも言えるが、2016年12
月からは第三営業本部内の他事業部と
ともに、オフィスにかかってくる全て
の外線電話がコンタクトセンターに転
送されるようにして、社員が自ら電話
を取らない仕組みに切り替え、クライ
アントやスタッフからの電話は携帯電
話にかけてもらう仕組みとした」
　この工夫は、「秘書代行サービス」
をイメージするとわかりやすい。顧客
等から外線がかかってくると、コンタ
クトセンターが「いま代わりに受けて
います。すぐに電話させます」と言っ
て、本人にメールが届く仕組み。それ
により、電話対応のためにオフィスに
誰かいなければならないということが
なくなる上に、直接、やりとりするこ
とで取り次ぎ工数が断然少なくなる。
　安岡部長は、「クライアントやスタッ
フから直接本人に電話がかかってくる
ので、その場で回答しなければならな
いなど社員本人には厳しい面もある
が」と前置きしつつ、「これにより、
業務の後回しがなくなる」と利点を強
調する。
　このほか、2017年度からは、第三

営業本部内の営業事務にまつわる入力
作業等の事務仕事を代行する「事務セ
ンター」も開設。生産性の向上を目指
して、徐々に対象業務を広げていく考
えだ。
　ダイバーシティ第２事業部での気付
きや工夫を営業本部内で共有し、時間
制約のある社員以外にも業務の工夫や
効率化を広げている。

日々のコミュニケーションにも
工夫を

　また、こうして効率化を追求してい
くと、日々のコミュニケーションにも
変化が生じてくるという。
　「日常的なコミュニケーションは自
ずと少な目になる。例えば、世田谷オ
フィスのマネージャーは、ある月には
週１回２時間ずつしかオフィスにいな
かった。１カ月160時間の勤務時間の
うち８時間ぐらいで、後は顧客対応に
出かけている。ただ、チャットや朝夕
のメールで連絡すれば必要なやりとり
は事足りるし、週１回、皆で集まる日
と時間を決めておけば顔も見られる」
　こうした効率を追求する部分と必要
なコミュニケーションのバランスを取
る工夫について安岡部長は、「例えば
チームのなかに新卒者などがいたらコ
ミュニケーションのあり方を考えねば
ならない。しかし、ある程度、経験が
あって、自分のことは一人でできるメ
ンバーなので、そう
いった対応が可能。
今は便利なツールも
たくさんあるので、
仕事上の必要なコ
ミュニケーションは
何らかの方法で絶対
にできる」と説明す
る。

在宅勤務やサテライトオフィス
も導入

　一方、ダイバーシティ第２事業部で
は、昨年の10～12月期にメンバー全
員が月２回までの在宅勤務を業務とし
て行うよう命じられた。これはダイ
バーシティ第２事業部だけでなく、働
き方見直しの一環として、第三営業本
部の一部（180人）にトライアルで実
施したものだった。
　「セキュリティ上の問題で直接の営
業活動につながる基幹システムにはオ
フィスに行かないとアクセスできない
ことに加え、新しい施策へのアレル
ギーも若干あり、トライアル当初は取
得率が芳しくなかった。そこで、顧客
向け提案資料を練り直すなど、月２回
は日々の業務のなかで時間が取れない
ようなことをしてもらいたいと促した。
実際、やってみるとマイナス面もなく、
業務の棚卸しをして働き方そのものを
見直す時間が取れるようになるし、そ
うしたことに集中する日をつくること
で、必然的に効率も上がってくるなど、
生産性の向上を実感できている」

70%掛けの目標設定が100％に

　見てきたような取り組みを続けて、
少ない業務時間で業績を上げる体制が
整うなか、ダイバーシティ第２事業部
は発足から現在まで売上・派遣稼働人

テンプスタッフでは、ライフイベントに関わらず活躍し続けられる働き方
の実現を目指している。（同社提供）
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数ともに２ケタ成長を続ける等、通常
の営業部門に引けを取らない成果を上
げてきた（図表２）。立ち上げ当初こ
そ営業目標を通常部門の70%にして
いたが、今年１月からは100％の営業
目標が設定されている。
　「営業目標70%に確定的な根拠はな
いが、平均的な労働時間などを考慮し
て決定。一人あたりの営業担当数等を
経験則で見て、妥当なところで設定を
した。しかし、実際には業績が良く、
2016年１月からの新目標でダイバー
シティ第２事業部の各オフィス全て
100％になった」
　時間に制約のある社員だけでも成果
を出せる理由は何なのか。安岡部長は、
「『仕事が好きである』ことと『メリ
ハリのある働く環境を望んでいる』こ
とが原動力になっている」と指摘する。
　「営業業務をしてきて、過去に成果
に繋げたことや朝夜働いた経験、喜び
となる成功体験を持っている人は得て
して仕事が好きなもの。そうした人が
時間に制約のある勤務になると、やり
たいことはたくさんあって成果も上げ

たいけれど時間の制約があるといった
想いや悩みを抱えている（図表３）。
そうした人に思うように働ける環境を
提供することが成果に繋がっていると
感じる」

顧客に提供するサービスと 
個別のマネジメントが課題

　完全定時オフィスは、残業せずに働
き、生産性を上げ、通常部署と同じ目
標になっている。こうしたなかでの課

題を尋ねると、安岡部長は
「完全定時オフィスの取り
組みは、現時点では、営業
組織として新たなサービス
やより高い付加価値の提供
に至っておらずご理解いた
だくことばかり」としたう
えで、「それでも順調に運
営できているのは、社会的
にも理解を得られやすい土
壌ができつつあるなかでの
設立だったため、ご理解い
ただけるクライアントが
あったことが大きい。実際、
お客様にとって若干の不都
合や不便さが全くないとは
言い切れず、競争力として

全く欠けていないかというと、そこは
少し課題があると思う」と指摘する。
また、「今はまだこうした働き方が珍
しくても、近い将来には一般的になっ
てくると考えると、より職住接近の意
味合いでの運営をしていかねばならな
いと思っている。今後もクライアント
にはこちらの働き方の説明も含めて丁
寧に接することで理解を得られるよう
にしていきたい」と意欲を示す。
　その一方で、内部的には、「時間に

図表２ 発足からの現在、そして今後

発足当初
拠点数：3拠点

現在
拠点数：4拠点

今後
拠点数：7拠点

売上：117.3%

派遣稼働人数：113.5%

売上目標：前比108%

派遣稼働人数：110%

売上・派遣稼働人数ともに
２ケタ成長を続ける

立ち上げ時は限られたクライアントを
対象としておりましたが、
今は地域担当として
新規営業も行っています！

多様な働き方の
提案を！

図表３ 時間に制約のある社員のみでも成果を出せる

＜経験＞
・成果に繋げた経験
・朝も夜も働いた経験
・喜びとなる成功体験

成果
の

原動力

仕事が好きである メリハリのある働き方を望んでいる

＜想い・悩み＞
・成果をあげたい
・やりたいことは沢山
・時間の制約がある
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制約のある社員の活躍を推進するため
には、個別のマネジメントが重要だ」
と強調する。
　「働く人の多様化が進めばマネー
ジャーの労務管理が大変になる。プ
レーイングマネージャーをやり過ぎる
と限界が来ると思うし、今のところ、
マネジメント部分にできる限り時間を
かけるようにするしか解決方法が見い
出せない。自分自身もプレーイングマ
ネージャーの役割を担っており、意識
してマネジメントに時間を取るように
しているが、それでもマネジメント以
外の仕事をもっとやめる方向で働き方
を見直さねばならないと自戒している。
この取捨選択はメンバーの働き方への
指示にも通じる。何か新しい業務を頼
む時には単純に仕事を増やすことはせ
ず、『この仕事をする代わりに、これ
はやらなくていい』と、他の仕事を減
らすことに凄く気をつけている」

今後は時短勤務者以外にも 
残業なしの働き方を

　ダイバーシティ事業部の４オフィス
の状況を受けて、同社は「完全定時オ
フィス」を拡大していくことを決定。
2017年１月からは横浜、大宮、調布
にも展開した。新設した３オフィスは、
時間に制約のある社員のための人事異
動は行わず、時間制約のない社員が在
籍しているオフィスを一定の猶予期間
を経てそのままの形で完全定時に取り
組むことになる。
　「これまでの４オフィスは、ダイバー
シティオフィス化するに当たって、人
員を入れ替えた。前述の時短勤務者が
異動してきて、そこに在籍していた社
員は他のオフィスに移った。今度は一
歩進んで、残業をしようと思えば可能
な人たちが、あえて残業しない取り組
みをしていくオフィスになる」

　今後の展望について、安岡部長は、
「先述の１、２分の業務の切り出しも
会議等の時間短縮の話も、全員に関心
を持ってもらうのは難しい。新しい取
り組みをするから協力して欲しいと発
信すると、一定層は『どういう仕組み
なのか教えて欲しい』などとコンタク
トを取ってきて広まるが、その一方で
これまでの業務スタイルを変えること
に抵抗があるケースもあり、意識の問
題が大きいと感じる。しかし、そこで
諦めてはいけない。ダイバーシティオ
フィスの取り組みは、まだ営業部門に
限定したものだが、時短の取り組み等
は営業部門以外からの問い合わせもあ
る。短時間勤務者でも管理職になれる
など、誰もがライフイベントに関わら
ず活躍し続けられるよう、今後も多様
な働き方の実現に向けたチャレンジと
提案を続けて行きたい」と話している。

（新井栄三）


